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１．道路整備・管理を巡る現状
✓ 担い手不足、施設老朽化
✓ 道路の老朽化に対する取組みの経緯

２．定期点検の導入と実施状況
✓ 法定点検にかかる基準類、体系
✓ 点検の実施状況
✓ 点検1巡目から2巡目への改善

３．新技術の導入
✓ 道路の技術開発・新技術導入の体系
✓ 研究開発の支援（新道路技術会議）
✓ 新技術導入促進計画
✓ 新技術のガイドライン、性能カタログ
✓ 新技術の活用原則化、技術者の育成・確保

４．更なる技術開発の促進
✓ 定期点検の更なる高度化（ＡＩの活用）
✓ 道路データプラットフォーム（ｘＲＯＡＤ）
✓ 戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）
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１．道路整備・管理を巡る現状
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建設投資、許可業者数、就業者数の推移
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技術者・技能者の減少、就業者の高齢化
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○ 市町村全体の職員数は、2005年度から2021年度の間で約9%減少している。
○ 市町村における土木部門の職員数の減少割合は約14%であり、市町村全体の職員数の減少割合よりも大
きい。

○ 市町村全体の職員数は、近年増加傾向であるが、土木職員数は依然横ばいとなっている。
○ 技術系職員が5人以下の市町村は全体の約5割である。また、ゼロも1／４もある。

※１：地方公共団体定員管理調査結果より国土交通省作成。なお、一般行政部門の職員を集計の対象としている。また市町村としているが、特別区を含む。

※２：技術系職員は土木技師、建築技師として定義。

市町村全体では約9%減少

752,309人

105,187人
うち土木部門は
約14％減少

90,719人

685,635人

市町村における技術系職員数
※１、※２※１

西暦（年度）
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40%

５人以下
が約５割

市町村における技術系職員
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約30%

約22%

約10%
約5%

約21%

約55%

約36%

約23%
約16%

約43%

約75%

約53%

約38%
約35%

約66%

2020年3月 2030年3月 2040年3月

道路橋
（橋長2m以上）
［約73万橋］

トンネル
［約1万1千本］

河川管理施設
［約4万６千施設］

下水道管渠
［約48万km］

港湾施設
（水域施設、外郭施設、係留

施設、臨港交通施設等）
［約6万1千施設］

高度成長期以降に整備された社会資本の老朽化

高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について、
建設後５０年以上経過する施設の割合が加速度的に高くなる。
※ 施設の老朽化の状況は、建設年度で一律に決まるのではなく、立地環境や維持管理の状況等によって異なるが、
ここでは便宜的に建設後５０年で整理。

【建設後50年以上経過する社会資本の割合】
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道路施設（橋梁）の老朽化
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○ 笹子トンネル天井板落下事故［H24.12.2］

○ 定期点検に関する省令・告示 公布［H26.3.31］

 5年に1回、近接目視による点検

○ H25年を「社会資本メンテナンス元年」に位置付け

○ 道路法の改正［H25.6］

 点検基準の法定化、国による修繕等代行制度創設

○ 定期点検要領 通知［H31.2.28］

 定期点検の質を確保しつつ、実施内容を合理化

● 定期点検 ２巡目（R元～）

● 定期点検 １巡目（H26～H30）

○道路の老朽化対策の本格実施に関する提言[H26.4.14]

○社会資本整備審議会 技術部会

社会資本メンテナンス戦略小委員会 設置[H24.7.31]

道路の老朽化対策に関する取組みの経緯

事故直後

天井板撤去状況

H26年4月14日

「道路の老朽化対策の本格実施に関する提言」

最後の警告－今すぐ本格的なメンテナンスに舵を切れ

社会資本整備審議会 道路分科会の家田仁分科会長

より太田国土交通大臣に手交

区分

Ⅰ 健全

Ⅱ 予防保全段階

Ⅲ 早期措置段階

Ⅳ 緊急措置段階
5年に1回 近接目視点検

○全国道路施設点検データベースの公開（R４～）
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２．定期点検の導入と実施状況
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法定点検に係る基準の体系

① 省令・告示で 、5年に１回近接目視を基本とする定期点検を規定、健全性の診断結果を４つに区

分（トンネル、橋などの構造物に共通）
② 構造物の特性に応じ、道路管理者が定期点検をするために参考とできる主な変状の着目箇所、

判定事例写真等を技術的助言として定期点検要領をとりまとめ （トンネル、橋などの構造物ごと）

法令点検に係る基準の体系

健全性の診断結果を、４段階に区分

道路法

政令

省令・告示

H25.9.2施行

・トンネルや橋などに損傷、腐食その他の異状であって、道路の
構造・交通に大きな支障を及ぼすおそれのあるものについて定
期点検を規定

・５年に１回、近接目視を基本として実施

・健全性の診断結果を、４段階に区分

定期点検要領

・維持、点検、措置を講ずることを規定

（トンネル、橋などの構造物）

最小限を規定する
技術基準を制定

（トンネル、橋などの構造物）

各構造物毎に制定

・構造物の特性に応じ、点検をするために参考とできる

主な変状の着目箇所、判定事例写真等をまとめたもの

H25.9.2施行

H26.7.1施行

技術的助言として
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省令・告示の施行

○ 橋梁、トンネル等は、知識と技能を有する者が５年に１度、近接目視を基本とする全数点検を実施
○ 点検を行ったときには、施設の健全性の診断を行い、その結果を統一的な区分に分類。

道路法施行規則（平成２６年３月３１日公布、７月１日施行） （抄）

区分 状態

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態

Ⅱ 予防保全段階 構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい状態

Ⅲ 早期措置段階 構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態

Ⅳ 緊急措置段階 構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態

トンネル等の健全性の診断結果の分類に関する告示（平成２６年３月３１日公布、７月１日施行）

トンネル等の健全性の診断結果については、次の表に掲げるトンネル等の状態に応じ、次の表に掲げる区分に分類

（道路の維持又は修繕に関する技術的基準等）
点検は、知識及び技能を有する者が近接目視により、五年に一回の頻度で行うことを基本とする
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技術的助言としての定期点検要領の通知

○ 構造物の特性に応じ、道理管理者が定期点検をするために参考とできる主な変状の着目箇所、
判定事例写真等を技術的助言として定期点検要領をとりまとめ。 

平成26年6月 定期点検要領を通知（H31.2改定通知）

≪道路橋≫≪道路トンネル≫ ≪シェッド、
大型カルバート等≫

≪門型標識等≫≪横断歩道橋≫

例

例

例

例

備考

■腐食の場合、板厚減少や断面欠損の状況によっては、既に耐荷力が低下して
おり、大型車の輪荷重の通行、地震等の大きな外力の作用に対して、所要の性
能が発揮できない状態となっていることがある。

支点部などの応力集中部位で明らか
な断面欠損が生じている場合

（地震などの大きな外力によって崩
壊する可能性がある）

ゲルバー桁の受け梁など、構造上重
要な位置に腐食による明らかな断面
欠損が生じている場合

判定区分 Ⅳ
構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、
緊急に措置を講ずべき状態。
（緊急措置段階）

主部材の広範囲に著しい板厚減少が
生じている場合

（所要の耐荷力が既に失われている
ことがある）

トラス橋やアーチ橋で、その斜材・
支柱・吊材、弦材などの、主部材に
明らかな断面欠損や著しい板厚減少
がある場合
（大型車の輪荷重の影響によっても
突然破断することがある）

３／４鋼部材の損傷 ①腐食【判定区分Ⅳ】
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14

近接することにより確認できた事例（橋梁編）

近接目視により確認された鋼橋の桁端部の断面欠損

遠望目視（変状箇所の確認は困難） 近接目視により断面欠損を確認

桁外側からの近接目視の状況
（変状の確認は困難）

桁内側からの近接目視により断面欠損
を確認

遠望 近接

桁外側 桁内側

桁内側からの近接目視により確認された鋼橋の桁端部の断面欠損



　【判定区分： Ⅳ下部構造(A1橋台) 】

写真4

【判定区分： Ⅳ下部構造 】

写真 40

径間 2 下部構造02 腐食
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近接することにより確認できた事例（橋梁編）

近接目視により確認されたH鋼杭の断面欠損

近接目視により確認された基礎の洗掘

近接目視によりH鋼杭の断面欠損を確認

橋台基礎の大規模な洗掘を確認遠望目視（変状箇所の確認は困難）

遠望目視（変状箇所の確認は困難）
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近接目視により確認された
「うき」

応急措置後

打音により確認された目地付近の
「うき」

腐食破断

腐食破断

照明灯の取付金具の破断

目地に沿って
発生したうき

近接することにより確認できた事例（トンネル編）
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近接することにより確認できた事例（シェッド編）

高所作業車による近接目視により確認された主梁端部の破断

打音、触診により確認されたアンカーボルト定着不良

路上からの目視状況（変状箇所の確認は困
難）

高所作業車による近接目視により破断
を確認

近接目視の状況（変状の確認は困難） 打音、触診により定着不良を確認



損傷事例 （橋梁の場合）

判定区分Ⅲ

判定区分Ⅳ

国管理 床版鉄筋露出 地方自治体管理 主桁腐食 地方自治体管理 支承腐食

地方自治体管理 床版鉄筋露出 地方自治体管理 橋脚洗掘国管理 主桁腐食・欠損

※床版：橋の裏側

早期措置段階「構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態」

緊急措置段階「構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態」
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定期点検の見直しについて（１巡目から２巡目）

①損傷や構造特性に応じた点検対象の絞り込み

②新技術の活用による点検方法の効率化

▲橋梁の損傷写真を

撮影する技術

（ドローンの活用）

定期点検の質は確保しつつ、実施内容を合理化

○ 損傷や構造特性に応じた定期点検の着目箇所を
特定化することで点検を合理化

○ 特徴的な損傷について、より適切に健全性
の診断ができるよう、着目箇所や留意事項
を充実

○ 近接目視を補完・代替・充実する
技術の活用 

▲溝橋 ▲トンネル目地部▲水路ボックス ▲橋脚水中部の
断面欠損

▲シェッド主梁端部破断

▲トンネルの変状写真を

撮影する技術

（MIMM（ミーム））

▲コンクリートのうき・はく離を

非破壊で検査する技術

▲PC鋼材の突出

※新技術利用のガイドラインや
 性能カタログの作成

※積算資料への反映



新技術の活用に係る点検要領の改定（H31.2）

１巡目 ２巡目

省令 変更なし

道
路
橋
定
期
点
検
要
領
（
全
国
版
）

○点検支援技術性能カタログ（橋梁・トンネル）

○新技術利用のガイドライン（案）

定期点検は、近接目視により行うことを基本とする。

また、必要に応じて触診や打音等の非破壊検査等

を併用して行う。

３．定期点検の方法

健全性の診断の根拠となる状態の把握は、近接目視に

より行うことを基本とする。

４．状態の把握

【法令運用上の留意事項】

定期点検を行う者は、健全性の診断の根拠となる道路

橋の現在の状態を、近接目視により把握するか、または、

自らの近接目視によるときと同等の健全性の診断を行うこ

とができる情報が得られると判断した方法により把握しなけ

ればならない。

（H26～H30） （H31～R5）

道路橋定期点検要領〔H26.6策定〕 道路橋定期点検要領〔H31.2改正〕

〔H31.2策定〕

〔H31.2策定〕 16技術

↓

〔Ｒ4.9改定〕 169技術

道路法施行規則〔 H26.3.31公布、 H26.7.1施行〕

（道路の維持又は修繕に関する技術的基準等）

第四条の五の六

一 （略）点検は（中略）知識及び技能を有する

者が行うこととし、近接目視により、五年に一回

の頻度で行うことを基本とする。

•標準項目に従い各技術の性能値をカタログ形式で整理・掲載

•定期点検業務において使用する技術を受発注者間で確認するプロセス

と、技術の性能値の確認に用いる標準項目を明示
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３．新技術の導入
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道路行政の技術開発ニーズを公表

⚫技術基準・要領等の改正

新技術導入促進計画に位置づけ
（道路技術懇談会で決定）

⚫ 導入促進機関で検証･検討
⚫ 必要に応じ現場で実証実験等を実施

現場実装を促進

⚫ 道路管理者（各地方整備局等）から幅広く技術開発ニーズを聴取

他の検討会等での議論や
実証実験 等

⚫入札契約手続による義務付け・誘導
（入札説明書への記載、総合評価等）

⚫ガイドラインや各種要領等への反映

（年４回改訂）

➢各地方整備局等の技術開発ニーズを「道路行政の技術開発ニーズ」としてとりまとめ、公表し、定期
的に改訂（全196件 令和5年7月時点）。このニーズに基づき、開発状況に応じて、研究開発を促進。

➢開発された技術を、新技術導入促進計画に位置付け、現場での実証実験等を実施。

➢実証実験を踏まえ、技術基準類やガイドライン改正、性能カタログへの掲載等により社会実装を促進

地公体で
活用されて
いる新技術

新道路技術会議等の枠組みによる研究開発の支援

【既
に
技
術
開
発

さ
れ
て
い
る
も
の

（研
究
開
発
不
要
）
】

【研究開発が
必要なもの】

道路の技術開発・新技術導入の体系（フロー）

⚫性能カタログへの掲載
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道路行政の技術開発ニーズ （抜粋）
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（全196件 令和5年7月時点）

※ 最新情報は、巻末のサイトをご覧ください。



新道路技術会議における研究開発支援（枠組み）

分類 本格研究 ＦＳ研究 短期研究

概要

○道路行政の技術開発ニーズに対応する研究開発
以下の７つの施策テーマ※毎に設定した道路行政の技術開発ニーズに対応する研究

○提案型研究開発
（道路行政の技術開発ニーズに記載はないが、）新たな発想に基づく研究開発の提案で、道路行
政の進展に資するもの

※7つの施策テーマ：
(1)防災・減災が主流となる社会の実現
(2)持続可能なインフラメンテナンス
(3)持続可能で暮らしやすい地域社会の実現
(4)経済の好循環を支える基盤整備 

(5)インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）
(6)インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活
用による生活の質の向上
(7)道路施策の実効性を確保

本格研究の実施に向
けた実行可能性調査と
して実施するもの

短期的に実施可能な
小規模な研究開発

研究規模 500万円程度から最大5,000万円/年 最大300万円/年

研究期間 最大３年間程度 最大１年間程度
１年間程度/回
（同じテーマで連続
２回まで申請可能）

募集・採択
年1回募集し毎年３月頃に採択を決定
年間5件程度の採択を想定

通年随時募集し年間4回採択を決定
年間10件程度の採択を想定
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新道路技術会議＿令和５年度新規採択 本格研究

研究テーマ名と提案概要 研究代表者名

研究テーマ名 デジタルツインによる冬期道路交通マネジメントシステムの技術開発

髙橋 翔
（北海道大学）提案概要

冬期道路環境をエッジコンピュータにより低通信量かつリアルタイムに収集
しつつ、AI を活用してデジタルツインを構築し、道路交通マネジメントに
反映することにより、冬期の人やモノの移動にかかる負担軽減、効率化を実
現する。

研究テーマ名と提案概要 研究代表者名

研究テーマ名 局地的大雨に対応した事前通行規制基準の『時間的』・『空間的』高度化

岸田 潔
（京都大学）提案概要

事前通行規制区間において、素因、誘因、崩壊事例により前処理した衛星解
析から「潜在的危険斜面」の領域を可視化する技術を開発し、監視レベルを
階層化する。「潜在的危険斜面」に対する浸透流・円弧滑り統合解析結果を
学習したAIにより規制判断を高度化する。

研究テーマ名と提案概要 研究代表者名

研究テーマ名
衝撃履歴を受ける落石防護土堤の残存耐力評価法と土を利活用した合理的な
復旧・補強の技術研究開発

前田 健一
（名古屋工業大学）

提案概要

堅牢でしなやかな環境調和型の道路斜面防災対策の実現に向けて、低コスト
で施工性・長期耐久性・復旧性に優れる落石防護土堤に着目し、落石捕捉後
の残存耐力評価手法・土を利活用した補強技術・復旧時の技術選定方法に関
する技術研究開発を行う。

研究テーマ名と提案概要 研究代表者名

研究テーマ名
劣化イメージング技術と磁気・電気化学的技術の融合によるコンクリート橋
梁の維持管理システムの開発

岡崎 慎一郎
（香川大学）

提案概要

RCやPC橋梁等コンクリート構造物の劣化懸念箇所のイメージング技術、内部
の鋼材の腐食速度評価，鋼材の破断の有無の検知といった３つの手法を融合
させることで橋梁の高度な維持管理システムを開発し、国内外の実装を目標
とする。

＜ソフト分野＞

＜ハード分野＞
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＜ソフト分野＞

＜ハード分野＞

FS/短期 道路行政ニーズ 研究テーマ名 提案概要 研究代表者名

短期 道路の多様なストック

効果計測及び３便益重

視の事業評価制度改善

のための手法検討

空石積み道路擁壁の

公共事業における発

注方法および価値づ

けについての技術研

究開発

現在、空石積みは設計基準がないため公共事

業で使いにくい状況にある。地域の個性とな

り、かつ持続可能な工法である空石積みを使

用するため、先進的なフランス、イタリアに

おいて発注の仕組みやその背景にある考え方

を調査、整理し、発注制度をとりまく様々な

要素を体系化して理解する。

東京工業大学

環境・社会理工学院

教授 真田 純子

FS/短期 道路行政ニーズ 研究テーマ名 提案概要 研究代表者名

ＦＳ ・トンネルの本体工の

状態把握技術

・道路構造物の材料の

劣化を簡単に把握でき

る技術開発

打音・衝撃波同時計

測インフラ検査技術

の研究開発

操作性に優れたローラーを介した間接打撃に

よる打音検査とともにローラーに内蔵の圧電

センサによる衝撃弾性波検査を同時計測でき

る簡便で低コストな新規提案の高精度打音検

査装置を開発し、本格研究へ進むための基盤

を構築する。

東北大学

未来科学技術共同研究

センター

特任准教授 大橋 雄二

新道路技術会議＿令和５年度新規採択 FS研究・短期研究
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新技術導入促進計画について

➢ 国土交通省道路局では、良い技術は活用するという方針のもと、道路行政ニーズや技術
のシーズを考慮し、「新技術導入促進計画」を毎年度作成（道路技術懇談会で決定）

➢ 計画のテーマ毎に、民間企業からの技術の公募やフィールドテストを行い、導入に必要な
基準類の策定、マニュアル作成、性能カタログ掲載等を通じて、現場実装を図る

リクワイヤメントの検討

技術公募
・民間企業から広く公募
・リクワイヤメントを明示

技術基準等の策定案の検討
性能カタログの策定

現場実装

【新技術導入促進計画の流れ（例）】

➢ 点検に係る現場作業の効率化等に資する技術
➢ 点検結果のとりまとめ（内業）の省人化・省力化が可能な技術

リクワヤメントの例（橋梁・トンネルの点検支援技術）

実橋のケーブルでの検証
（斜張橋ケーブル点検ロボット）

フィールドテストの例

実トンネルでの検証
（モービルインスペクションシステ

ムＧＴ－８Ｋ）

フィールドテスト
・実現場やテストフィールド
で実施

27



新
/
継

重
点
分
野

技術名 ニーズ
対象規模
（※１）

リクワイヤメントの視点（※２） 改定・策定
予定の技術基

準

導入促進
機関① ② ③

継
続
１

②
トンネル発破作業
における自動化・
遠隔化技術

①切羽に近づかない爆薬
装填
②人力によらない結線作業
③発破作業時の安全性確
保と労力の低減

約40工事/年
(直轄工事）

切羽から人が
離れた状態で
の爆薬装填技
術

結線作業の遠
隔化・不要化す
る技術

不発の確認・
防止、機械化
による省人化
に資する技術

ガイドライン（案）
の策定

（一社）日本建設
機械施工協会

継
続
２

②
舗装工事の品質
管理を高度化す
る技術

①砂置換・コア採取に代わ
る品質管理手法
②舗装時の温度測定をリ
アルタイムで把握
③ICT技術の導入による品
質の向上

約500工事/年(直
轄工事）

施工時の計測
データにより密
度管理を実施

舗装時の温度
が110°以上あ
ることを自動で
計測

面的管理手法
による品質の
向上

土木工事共通仕
様書 等

（一社）日本建設
機械施工協会

継
続
３

②
ICT・AIを活用した
道路巡視の効率
化・高度化技術

①目視に代わり車載カメラ
やセンサーにより道路の変
状を効率的に把握
②路面の劣化や道路付属
物等の変状を定期的・定量
的に把握
③一般車両から得られる
データも活用し、効率的に
維持管理に必要な道路状
況を把握

全国
約122万km

目視によらず路
面の劣化や道
路付属物等の
変状を把握

道路巡視で収
集した画像デー
タ等から変状を
自動で抽出

道路パトロー
ル車両に搭載
可能又は道路
パトロール車
両以外により
データ収集可
能で、低コスト

舗装点検要領
（一財）国土技術
研究センター

継
続
４

③
路面太陽光発電
技術

①2050年カーボンニュート
ラルに向け、再生可能エ
ネルギーの導入促進

②道路管理用電力への活
用

全国
約122万km

交通荷重や
災害に対する
耐久性

道路施設へ
の発電効率

低コストで容
易な施工お
よび維持管
理

舗装の構造に
関する技術基
準

（一財）国土技術
研究センター

令和５年度 新技術導入促進計画 １／３

※１ 参考までに提示しているものであり、必ずしも対象規模の全てに導入するものではない
※２ コストの制約の中で新たなニーズに対応するために、リクワイヤメントの視点を全て満たした上で、トレードオフとなる部分（例えば装置等の寿命や精度、外観、

使用性等）についての提案も積極的に取り入れて検討を進める。

重点分野
① 斬新なアイデアの取り込みや道路の周辺にある技術分野との連携による道路の多機能化・高性能化
② ＩＣＴ技術を積極的に活用し業務プロセスを改善
③ 性能規定化及び性能を確認する手法の明示により新材料・新工法の実証を推進
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新/
継

重
点
分
野

技術名 ニーズ
対象規模
（※１）

リクワイヤメントの視点（※２） 改定・策定
予定の技術

基準

導入促進
機関① ② ③

継続
５

②
橋梁の点検支
援技術

①点検実務の省力化
②点検の質の確保・向
上

③点検コストの低減

約72万橋

見えない又は
見えにくい部
材等の状態を
より詳しく把握
できる

構造物の残存
強度を推定し、
診断の定量化
が可能 従来の近接目

視や監視に比
べて安価

道路橋定期点
検要領

（一財）橋梁調
査会

継続
６

②
トンネルの点検
支援技術

約1.1万箇所

健全性の診断
のための情報
を定量的に把
握できる

構造物の残存
耐力等を推定
し、診断の定
量化が可能

道路トンネル定
期点検要領

（一社）日本建
設機械施工協

会

継続
７

③

広域において安
定供給可能な
アスファルト舗
装技術

①遠いプラントからもア
スファルト混合物を調
達して舗装できる

②従来と同等以上の耐
久性の確保

③舗装のLCC抑制、再
生利用が可能

全国
約122万km

従来よりも広
域への運搬
（1.5時間以
上）が可能な
アスファルト混
合物

従来と同程度
以上の耐久性
を有する

従来と比較し
てLCCおよび
再生利用の観
点において同
等以上

舗装の構造に
関する技術基
準

（一財）国土技
術研究センター

継続
８

③
超重交通に対
応する長寿命
舗装技術

①国際コンテナ交通に
対応した舗装技術の
開発

②補修時の通行規制時
間を短くできる

③舗装のLCC抑制、再
生利用が可能

約35,000km
(重要物流道路
（H31.4.1指定））

44t国際コンテ
ナ車両連行に
対応した耐久
性を有する

従来よりも少
ない時間で施
工・交通解放
が可能

従来と比較し
てLCCおよび
再生利用の観
点において同
等以上

舗装の構造に
関する技術基
準

（一財）国土技
術研究センター

令和５年度 新技術導入促進計画 ２／３
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新
/
継

重
点
分
野

技術名 ニーズ
対象規模
（※１）

リクワイヤメントの視点（※２） 改定・策定
予定の技術

基準

導入促進
機関① ② ③

継
続
９

②

土工構造物点
検及び防災点
検の効率化技
術

①近接目視等によらな
い長大法面・斜面の
点検

②災害要因や安定度
等の適切な判読など
点検の質の向上

③点検時（現場作業や
記録時）の安全性確
保と労力の軽減

特定土工点
検
17,000か所
（直轄管理）

近接目視に
よらず土工構
造物の変状
の有無等を
確認できる

土工構造物
の経過観察
箇所、防災点
検の要対策
箇所やカル
テ箇所にお
いて、従来と
同程度以上
の精度で定
期的な確認
ができる

従来よりも現
場作業及び
記録管理で
省力化（低コ
スト化）できる

道路土工構造
物点検要領

防災点検要領

（一財）土木研
究センター

現地確認や
地形判読に
よらず、点検
対象区間の
選定や安定
度の確認が
できる

新
規
１

①
道路構造物の
計測・モニタリ
ング技術

①地震発生時などに車
両が通行できるか否
かなどを把握
②構造物の耐荷力不
足の兆候や異常など
を検知

全国
約122万km

低コストで、
設置・計測が

簡易

計測する機
器など自体
のメンテナン
スが不要もし
くは簡易

交通荷重や
災害、自然環
境に対する
耐久性

ガイドライン
（案）の作成

（一財）橋梁調
査会

新
規
２

②
災害時に遠隔
で道路を巡視
できる技術

①発災直後に遠隔で
迅速に管理する道路
の状況を把握
②上記を速やかに関係
者と共有

全国
約122万km

天候に左右さ
れずに管内
に渡って状況
把握が可能

職員が現地
に赴く必要な
く状況把握が
可能

停電時にも
通信（関係者
との画像等
の情報共有）
が可能

ガイドライン
（案）の作成

※省内技術検
討会を活用

令和５年度 新技術導入促進計画 ３／３
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• 腐食
• 亀裂
• ひびわれ 他

• 主桁
• 横桁
• 橋脚柱部 他

部位・部材

• 変状の把握
• 記録作成
• 参考情報取得

活用目的

• 点検支援技術のみ
で外観把握

• 近接目視と併用

活用の程度

横桁
主桁

対象範囲

図示のイメージ変状の種類

① 点検支援新技術の活用範囲、目的
新技術を活用する部位・部材、変状の種類、活用目的、活用の程度を具体的に明示

② 点検支援新技術の選定理由
点検支援新技術に求める性能、活用の目的等を踏まえ、技術を選定した理由を整理

• コンクリートのひび割れ(0.2mm程度)を点検
支援技術のみで確認

活用目的

• 近接目視が困難な狭隘部で点検支援技術
を活用し腐食等の変状を確認

活用目的

• 外形寸法、最少侵入可能寸法等

対応するカタログ性能値

〔橋梁の例〕

• 最小ひびわれ幅計測精度：±0.2mm
（※）画像からどの程度細かい幅が識別可能か

対応するカタログ性能値

新技術活用のガイドライン（記載例）＿点検支援技術の活用のポイント 
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1．技術概要

技術区分

点検対象部位 上部構造(主桁，横桁，床版等)，下部構造，支承など

検出できる変状 腐食，亀裂，破断，ひび割れなど

物理的な計測原理 画像・動画（可視光，赤外線など），打音，電磁波など

移動原理 飛行型，アーム型，懸架型，接触型などの移動原理を記載

外形寸法 可動部がある場合は，可動部動作時の最大寸法

運動制御機構

通信 有線，無線の別，周波数帯

測位 運動制御に利用している測位機構，GNSSの方式等

自律機能 測位結果等を運動制御にフィードバックする機構の有無等

衝突回避機能 最小進入可能寸法，衝突回避機構の有無など

センシング原理 パッシブ方式（画像・動画等），アクティブ方式（レーザー，X戦闘）の別

センシングデバイス

カメラ 諸元，センサーサイズ，ピクセル数，焦点距離，ダイナミックレンジ他

パンチルト機構 パンチルト機構部の可動範囲，設定可能角度など

角度記録・制御機構 撮影位置・方向の制御機能の有無など

測位機構 画像に対し座標を付与する機構を記載(運動制御と別に有するもの)

ソフトウエア名 画像処理に使用するソフトウエア名

2．運動性能
構造物機能での安定性能 風速の条件など 作業可能な最大の瞬間風速などを記載

狭小空間進入性能 最小所要空間寸法等 狭小部位の点検のために進入可能な最小の大きさ

最大可動範囲 移動可能範囲 バッテリー容量やケーブル長，通信可能距離などの制約を記載

連続稼働時間 有線給電・バッテリー給電の別など

運動位置精度 運用中の座標成分別の測位誤差を記載

3．計測性能（画像計測技術）
撮影速度 所要の画質を得るために必要な移動速度，画素分解能，ラップ率など

最小ひび割れ幅・計測精度 模擬供試体で検出できた最小ひび割れ幅，およびその性能確認を行った検証条件など

検出精度（長さの相対誤差） ひび割れ長さ等，画像から得られた2点間距離の誤差保障値，およびその性能発揮条件など

位置精度 損傷図と同一座標系での損傷位置座標の誤差の保証値など，およびその性能発揮条件など

色識別性能 識別可能な色，識別可能な照度の範囲等

点検支援技術 性能カタログ（構成、記載内容）
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点検支援技術 性能カタログ（掲載状況）

○点検支援技術性能カタログは、国が定めた標準項目に対する性能値を開発者に求め、開発者から
提出されたものをカタログ形式でとりまとめたもの。 （令和５年４月時点で２３９技術を掲載）

画像計測

・橋梁  ：61技術
・トンネル：32技術

・橋梁  ：31技術
・トンネル：21技術

・橋梁  ：53技術
・トンネル：14技術

非破壊検査

計測・モニタリング

・3技術

＜主な掲載技術＞

データ収集・通信

【橋梁・トンネル】

ﾄﾞﾛｰﾝによる損傷把握 ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾝによる変状把握 AEｾﾝｻを利用した
PCｸﾞﾗｳﾄ充填把握

光ﾌｧｲﾊﾞｰｾﾝｻｰよる
橋梁モニタリング

レーダーを利用した
トンネル覆工の変状把握

トンネル内附属物の
異常監視センサー

センサー

トンネル
照明

・5技術

ポットホール

※国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/road/tech/index.html

ひび割れ率・わだ
ち掘れ量・IRI

【 舗 装 】

AIによる路面性状解析

・1９技術

車載装置による路面性状測定
スマートフォンやドライブレコーダー

による舗装損傷検知
３次元レーザーセンサ
を用いた舗装損傷検知

□：ポットホールを

検知

【 道 路 巡 視 】

（H３１．２ ～）

（R４．９ ～） （R５．３ ～）
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点検支援技術の例＜橋梁；令和4年度＞

○ 令和４年度は、橋梁の点検に活用できる技術を新たに２５技術拡充

○ ボート型ドローンによる画像計測技術、音響信号による打音検査でグラウト充填状態を把握する非

破壊検査技術、水中ドローンを用いて超音波により洗掘状況を把握する計測技術等を掲載

従
来
点
検

点
検
支
援
技
術

画像計測技術（13技術） 非破壊検査技術（5技術）

桁下空間が狭い箇所等
における近接目視

PCｸﾞﾗｳﾄ充填状態を
はつり調査で確認

手作業による
下部工洗掘状況の計測

ボート型ドローンで水面から
動画撮影を実施し損傷状況を把握

音響信号による打音検査で
PCｸﾞﾗｳﾄの充填状態を把握

水中ドローンを用いた超音波による
下部工の洗掘状況把握

計測・モニタリング技術（7技術）

＜掲載技術名＞
全方向水面移動式ボート型ドローン
を用いた溝橋点検支援技術

＜掲載技術名＞
水中ドローン（DiveUnit300）を用いた橋梁点検
支援技術（洗掘）

＜掲載技術名＞
AEセンサを用いたデジタル打
音検査（PCグラウト充填）

（検出項目：ひびわれ） （検出項目：PCｸﾞﾗｳﾄ未充填）

未充填箇
所

橋脚付近の
河床高

洗掘量

河床高

水面

下
部
工
（
イ
メ
ー
ジ
）

（検出項目：洗掘）

水中ドローン

ボート型ドローン
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従
来
点
検

点
検
支
援
技
術

画像計測技術（１５技術） 非破壊検査技術（８技術）

箱内空間が狭い箇所等
における近接目視

塩化物イオン測定のための、
削孔による試料採取

目視による遊間の異常の把握

計測・モニタリング技術（９技術）

○ 令和４年９月に続き、橋梁の点検に活用できる技術を新たに３２技術追加

○ 小型ドローンによる箱桁内部の画像計測技術、中性子による塩化物イオン濃度を測定する非破壊検査技術、
遊間の変位を常時計測し、異常を検知する計測・モニタリング技術等を追加

小型ドローンを箱桁外で操作しながら、
箱桁内部の動画を撮影し、損傷状況を把握

中性子をコンクリート表面から照射し、構
造物に内在する塩化物イオン濃度を測定

遊間の変位を常時計測し、異常を検知

＜掲載技術名＞
狭小空間専用ドローンIBIS(アイビス)を
用いた溝橋及び箱桁内部点検技術

＜掲載技術名＞
IoTを活用した変位量を常時計測するモニタリ
ング技術

＜掲載技術名＞
非破壊塩分検査装置「RANS-μ」

（検出項目：ひびわれ）
（検出項目：塩化物イオン濃度） （検出項目：遊間の異常）

ドローンによる画像

小型ドローン

操作の状況

測定の状況

測定結果の例
(コンクリート表面からの塩分濃度を検知）

本体（抵抗式位置センサー）

本体・固定端距離

36

点検支援技術の例＜橋梁；令和５年度＞



○ 令和４年９月に続き、道路トンネルの点検に活用できる技術を新たに１５技術追加

○ 腐食の度合いを判定する技術、AIによる打音異常判定技術、点群データより変形の進行を把握する技術等
を追加

従
来
点
検

点
検
支
援
技
術

画像計測技術（１０技術） 非破壊検査技術（２技術）

撮影画像から附属物等の
腐食度合いを判定

打音ハンマーによる打撃波形
からAIにより打音異常を判定

トンネルの変位・変形等を3次元
モデルで可視化

計測・モニタリング技術（３技術）

＜掲載技術名＞
腐食判定アプリ「カラー・ジャッジ」

＜掲載技術名＞
トンネル覆工の３Dモデル構築と点群差分解
析による変形の算出技術

＜掲載技術名＞
AIを用いた打音検査解析によるコン
クリートの診断システム

（検出項目：鋼材腐食） （検出項目：うき） （検出項目：変位）

撮影画
像

腐食判定
（緑色メッシュ部が腐食）

近接目視により、附属物等の
鋼材腐食の状況を確認

打音検査により、うき等による
打音異常の有無を確認

断面計測結果のとりまとめ
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点検支援技術の例＜道路トンネル；令和５年度＞



○ 性能評価項目（ひび割れ率・わだち掘れ量・IRI）の全て、またはいずれかの評価項目を、すべての区分（Ⅰ・
Ⅱ・Ⅲ）で判定できる技術であり、かつ、一定以上の精度が確保されていた技術を、新たに１０技術追加（４月
に更に６技術拡充し、計１９技術掲載）。

従
来
点
検

点
検
支
援
技
術

ひび割れ率・わだち掘れ量・IRI判定技術（１９技術）

目視により路面性状を確認 手入力による路面性状の記録

＜掲載技術名＞汎用機材を用いたAI舗装損傷診断システム（マルチファインアイ） ＜掲載技術名＞路面モニタリングシステム

（検出項目：ひび割れ率、わだち掘れ量、IRI） （検出項目：ひび割れ率）
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点検支援技術の例＜舗装；令和５年度＞



○ 10～20cm、20cm以上のポットホールの位置を特定できる技術であり、かつ、一定以上の精度が確保されて
いた５技術について、カタログに新たに掲載。

従
来
道
路
巡
視

道
路
巡
視
支
援
技
術

ポットホール 除草、建築限界 落下物パトロール車

【パトロール車からの目視確認項目の一例（必要に応じて降車して措置を講ずる） 】

ポットホール検出技術（５技術）

＜掲載技術名＞DrawｰAI（Diagnose roads with AI）＜掲載技術名＞車載簡易装置による道路点検システム「GLOCAL-EYEZ」
（検出項目：ポットホール） （検出項目：ポットホール）
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点検支援技術の例＜道路巡視；令和５年度＞



橋梁及びトンネル点検における新技術の活用状況

○２０２１年度の点検においては、ドローン等の点検支援技術を活用した地方公共団体数は
橋梁で２７５団体（２５％）、トンネルで３１団体（３３％）に留まっています。

○今後も新技術の活用促進により、費用削減や作業環境等の改善を図る必要があります。

※2021年度に点検を実施した地方公共団体のうち、
報告があった1,410団体を対象に算出。

※2021年度に点検を実施した地方公共団体のうち、
報告があった153団体を対象に算出。

橋梁 トンネル

【未検

討】

298団体

(21%)

【検討したが非活用】

837団体

(75%)

【活用検討】

1,112団体

(79%)

【活用】

275団体

(25%)

0%

20%

40%

60%

80%

100%
活用検討状

活用状況
1,112団体

【未検

討】

60団体

(39%)

【検討したが非活用】

62団体

(67%)

【活用検討】

93団体

(61%)

【活用】

31団体

(33%)

0%

20%

40%

60%

80%

100%
活用検討状況

活用状況
93団体
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41

○令和４年度より橋梁・トンネル、令和５年度より舗装の直轄国道の定期点検業務において、
点検支援技術の活用を原則化することにより、定期点検の高度化・効率化を促進

○点検業務の大幅な効率化が期待できる項目について、新技術の活用を原則化

○この取り組みにより、地方公共団体など他の道路管理者における新技術活用を促すととも
に、民間企業の技術開発の促進も期待

橋梁点検での活用例

潜水調査による河床洗掘の把握 マルチビーム搭載ボートによる測量

【活用を原則とする項目（橋梁）】

• 近接目視による状態の把握が困難な箇所での写真撮影・記録

• ３次元写真記録

• 機器等による損傷図作成

• 水中部の河床、基礎、護床工等の位置計測

【活用を原則とする項目（トンネル）】

• トンネル内面の覆工等の変状（ひび割れ、うき、
剥離 等）を画像等で計測・記録

ボート型ロボットカメラによる画像計測滞水した溝橋内部の目視点検

トンネル点検での活用例

打音検査による変状の把握

近接目視による変状の把握

レーザー打音による変状の把握

画像計測技術による変状の把握

直轄国道における点検支援技術の活用原則化
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42

技術者の育成・確保（点検技術者の資格要件の設定）

○ 直轄管理施設の点検・診断業務においても、担当技術者に資格等の取得を求めないケースがある

○ 令和５年度以降、直轄管理橋梁の点検・診断業務については、担当技術者にも一定の資格等の要
件を定め、全ての橋梁において、資格の取得又は講習を受講した者が点検・診断を行う事とする

○ 直轄管理橋梁での義務化を通じ、資格等を有する技術者の裾野を拡大し、自治体管理橋梁でも有
資格者により点検されるよう、環境整備を図る

発注者 （国道事務所等）

受注者（建設コンサルタント）

管理技術者
（点検業務の統括を行う者）

担当技術者
（点検業務の従事者）

【管理技術者資格の例】
技術士（建設部門）
博士号
土木学会認定技術者 等

管理技術者・担当技術者が点検・診断を実施

担当技術者の資格は総合評価で加点評価

管理技術者には下記の資格を要件としている

点検業務を委託

【担当技術者資格】
管理技術者に要求される資格
国土交通省登録資格
道路橋メンテナンス技術講習

令和5年度から、以下の資格等を担当技術者の
要件とする

資格等を有する点検技術者の裾野の拡大

自治体管理橋梁にも普及・拡大
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４．更なる技術開発の促進
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点検の更なる高度化（展望）

構造物全体の健全性の診断

診断の定量化

応答・作用荷重等を計測し、
残存する安全率を算出

部
位
・部
材
の
状
態
把
握

専門的知見
・ＡＩの活用

部
位
・部
材
の
健
全
性
の
診
断

＋＋＋＋

＋＋＋

作業の効率化、状態把握の質の向上

任意のタイミングで状態把握、「どこか」が「壊れた」ことを把握

状態の把握、健全性の診断のための
情報を定量的に把握

人が定性的に把握
近接目視・打音検査に

より状態を把握

監視への活用

LEVEL１

LEVEL2

LEVEL3

LEVEL4

人が定性的に診断

近接目視や打音検査、
技術を用いて状態を把

握した結果から
人が健全性を診断

１巡目点検（～H30年度） ２巡目点検（R元年度） ２巡目点検（R２年度～）

＋＋＋＋＋

画像計測技術、非破壊検査技術

計測・モニタリング技術

計測・モニタリング技術

・簡易に、安価に
活用できる
・計測性能の向上

技術開発の方向性

今後（３巡目点検に向けて）

計測・モニタリング技術

＋

○部位、部材の状態把握は、目的に応じて最適な技術を組み合わせて効率的に実施。
○健全性の診断は、ＡＩ等の技術も活用しつつ、人（知識と技能を有する者）が実施。
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○ DRM-DBや道路基盤地図情報、MMS等を基盤とした3次元プラットフォームを構築。構造物等の諸元データ
や交通量等のリアルタイムデータをAPIで紐付け。

○ このプラットフォームを、施策検討や現場管理等に活用するとともに、APIを公開し、一部データを民間開
放。オープンイノベーションを促進。

道路データプラットフォーム（ｘROAD）の構築

道路管理以外にも、マーケティングや自動運転等、
民間分野も含めて広範な活用を視野

民間開発アプリケーション

道路管理アプリケーション

イメージ（NEXCO東日本 SMH）

その他
 ○ヒヤリハットマップ ○通れるマップ

など

高品質な道路管理アプリケーションは
積極的に採用

リ
ク
エ
ス
ト

デ
ー
タ

道路データプラットフォーム「xROAD」

基
盤

(

道
路
局
ベ
ー
ス
レ
ジ
ス
ト
リ)

国土地理院地図
DRM-DB ※ネットワークデータ（約100万km）

道路基盤地図情報 ※直轄のみ、整備率約3割

MMS、LP ※直轄のみ、MMS：取得中、LP：取得率100%

構
造
物
等

(

橋
、
ト
ン
ネ
ル
等)

リ
ア
ル

タ
イ
ム ETC2.0 交通量

工事規制
情報

諸元 点検結果 BIM/CI
M

データ

API API API API

API API API

占用物件

API

CCTV
カメラ

民
間 その他データプローブ 車載カメラ

クロスロード
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全国道路施設点検データベース（概要）

○ 道路施設の定期点検は２巡目に入り、道路管理者毎に様々な仕様で膨大な点検・診断のデータが蓄積
○ その様なデータを一元的に活用できる環境を構築：全国道路施設点検データベース
○ 全国道路施設点検データベースは、基礎的なデータを格納する基礎DB及び道路施設毎のより詳細なデータを

格納するデータベース群（詳細DB）で構成
○ 基礎DBは5月に、詳細DBは７月に公開開始：webブラウザからの閲覧等が可能。加えてAPI（Application 

Programming Interface）を公開

• 上下部構造形式/使用材料
• 径間数、支間長
• 適用示方書
• 部材毎の損傷の有無、種類、
程度 等

基礎DB

• 位置（緯度・経度）
• 路線名
• 管理者名

• 完成年度
• 点検実施年度
• 判定区分 等

道路橋DB

• 横断歩道橋の昇降形式
• 標識・照明の支柱形式
• 変状のある部材
• 変状の種類
• 部材単位の評価結果 等

附属物DB

• 落石荷重（シェッド）
• 内空幅・高さ（カルバート）
• のり高・小段（土工構造物）
• 変状のある部材
• 変状の種類 等

土工DB

• トンネルの施工法
• トンネル等級
• 土かぶり
• 変状・異常個所数（漏水、外
力、劣化） 等

トンネルDB

• 舗装の種別・構成
• 健全性診断区分
• 点検結果（ひび割れ、IRI等）
• 措置の履歴 等

舗装DB

R.4.5月公開

全国道路施設点検データベース

R.4.7月公開

利用者登録等はこちらから→https://road-structures-db.mlit.go.jp/

無料

有料
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全国道路施設点検データベース（公開データ有料公開範囲）
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全国道路施設点検データベース（ホームページ紹介）

https://road-structures-db.mlit.go.jp/

ユーザー登録はこちらへ
サンプルデータ、料金、APIの仕様等
についてもこちらからご確認を

無料分はこちら
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全国道路施設点検データベース＿活用場面：損傷マップ

※表示されている対策状況は、あくまでもイメージであり実際のデータとは異なります。

施設・管理者ごとの表示や、
対策状況・判定区分で色分け表示が可能

平成27年度全国道路・街路交通情勢調査の
重ね合わせ・区間属性の表示が可能

アイコンをクリックで
諸元・点検データ等の表示が可能

○公開した全国の道路施設の諸元、点検結果等のデータは「全国道路施設点検データベース
～損傷マップ～」から閲覧可能
https://road-structures-map.mlit.go.jp/
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様式(その６) 健全性の診断に関する所見の例

様式(その10)損傷写真とコメント例

50

全国道路施設点検データベース＿活用場面：詳細点検・診断確認



BIツールを用いた点検データベースの判定区分を表示した例（データはイメージ）

ＤＢの更なる活用＿点検結果の判定区分の分析
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BIツールを用いた多径間の点検調書の表示例（データはイメージ）

データ統合管理により調書の自動出力や自動解析する技術に期待！

ＤＢの更なる活用＿点検結果の判定区分の分析②
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更なる開発促進＿ＳＩＰ（第3期；令和5年度～） 1/3
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更なる開発促進＿ＳＩＰ（第3期；令和5年度～） 2/3
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更なる開発促進＿ＳＩＰ（第3期；令和5年度～） 3/3

課題09：スマートインフラマネジメントシステムの構築

55

※令和5年10月頃、
詳細決定予定

（上記課題を担当する研究推進法人の国立研究開発法人土木研究所HPより）

本課題では、わが国の膨大なインフラ構造物・建築物の老朽化が進む中で、デジタ
ル技術により、設計から施工、点検、補修まで一体的な管理を行い、持続可能で魅力
的・強靭な国土・都市・地域づくりを推進するシステムを構築し、効率的なインフラ
マネジメントを実現するための技術開発・研究開発に取り組みます。



道路の新技術
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最新情報は、こちらのサイトをご覧ください。

お問い合わせ先：
国土交通省 道路局 国道・技術課 技術企画グループ
０３－５２５３－８１１１（代表）

https://www.mlit.go.jp/road/tech/index.html

国土交通省>道路>新技術の活用
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